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平成３０年度第２次補正予算　大阪市における　事業計画総括表

（単位：千円）

事業区分 負担基本額 地方負担額

河川関係 － －

道路関係 157,000 78,500

公園関係 － －

港湾関係 600,000 180,000

空港関係 － －

合計 757,000 258,500

(注)端数処理の関係上、合計と一致しないことがある。



平成３０年度第２次補正予算　大阪市における事業計画（道路関係〔直轄〕）

電線共同溝事業

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附帯工事費
事　業
車両費

国道1号 大阪1号電線共同溝 157,000 0 0 0 0 0 157,000 78,500

都島電線共同溝 L=3.5km 27 157,000 0 0 0 0 0 157,000
・本体工事
・引込連系管路工事
・連系設備工事

2019年度完成予定

157,000 0 0 0 0 0 157,000 78,500  

（注）地方負担額については、千円未満の端数処理の関係で合計が負担額通知と合わない場合がある。

（注）備考欄の完成予定については、事業進捗等により今後、変更する場合がある。

Ｈ３０補正事業内容 備考内　　　訳
計

合　　　　計

路線名 箇所名等 事業規模 全体事業費
（億円）

負担基本額（千円）

地　方
負担額



平成30年度第2次補正　大阪港（港湾管理者：大阪市）における事業内容等　（港湾関係）

港湾整備事業 （単位：千円）

工事費
測　量
設計費

用地費及
補償費

船舶及機
械器具費

附　帯
工事費

事　業
車両費

大阪港 ～北港南地区国際海上コンテナターミナル整備事業～

北港南地区

600,000 0 0 0 0 0 600,000 180,000

600,000 0 0 0 0 0 600,000 180,000

（注1） 端数処理の関係で施設毎の合計と合わない場合があります。
（注2） 「事業実施環境」とは、漁業補償の締結、公有水面埋立免許の取得、用地取得の完了、土砂処分場の確保後等といった、事業を進捗させる上で不可欠な環境のことです。

岸壁(-16m)(耐
震)(延伸)

L=250m

地　方
負担額

事業内容 備考
内訳

計
港名 施設名 事業規模

全体事業費
（億円）

負担基本額

埋立造成　１式

2,186

平成30年代後半完成予定
※完成に向けた円滑な事
業実施環境（注2）が整っ
た段階で確定予定

計


